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九州運輸局物流改正法等の各種施策の周知

改正物流法に関する説明会
■令和7年4月1日から施行された物流改正法について、関係者の理解を深めるため周知を実施

■合計８回の説明会において、トラック運送事業者及び荷主企業を含め、２４０社以上を対象に
物流改正法のポイントを解説
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九州運輸局運送事業者・荷主企業等への訪問、情報収集

１．プッシュ型情報収集

■事業者へのアンケート調査、来庁時の聞き取り調査、電話調査により291件実施（R8.1末現在）
■ナスバ宮崎支所の協力のもと、運行管理者一般講習時に運行管理者へのアンケートを実施
⇒具体的な情報を確認し、事業者訪問、荷主パトロールへ繋げている

３．運転手聞き取り調査

■トラックGメン調査員（トラック協会）と合同で、集中監視月間中に２回実施
⇒合計６名のドライバーから情報収集を実施

２．荷主パトロール

■トラックGメン調査員・宮崎県労働局・本局貨物課と連携し、荷主パトロールを実施
■過積載撲滅に向けた取組として、宮崎県（木材担当）も含めて荷主企業への啓発活動を実施

４．活動実績 （R8.1末現在）

活動実績
●事業者訪問 １6回（29社） ※うち、Gメン調査員合同 ３回
●荷主パトロール １1回（34社） ※うち、Gメン調査員・労働局合同 ５回
●運転手聞き取り調査 2回（ ６人） ※うち、Gメン調査員合同 ２回

トラック・物流Gメン活動
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九州運輸局「荷主パトロール」の実績

22

34

0

5

10

15

20

25

30

35

40

令和６年度 令和７年度

荷主パトロール実施件数

荷主パトロール実施マップ

令和７年度は、荷主パトロールの取組を一層強化。
３４事業所（令和8年１月末時点）に対し、トラック・物
流Gメンが訪問し、物流における諸問題の解決へ向
けた、荷主への理解と協力を求める活動を実施して
います。

※R8.1月末現在
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九州運輸局

トラックドライバーへのヒアリングトラック事業者への訪問調査 荷主へのパトロール
(荷待ち状況の現地確認等)

運送事業者・荷主企業等への訪問、情報収集
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九州運輸局

11/27 事業者訪問

貨物課 白石課長

ト協 Gメン調査員

11/11 運転手聞き取り調査

支局 Gメン

ト協 Gメン調査員

トラック協会広報誌（９月号） トラック協会広報誌（11月号） トラック協会広報誌（12月号）

トラックGメン活動の見
える化を図ることで、幅
広い関係者からの情報
収集を実施

本局貨物課、トラック協会、宮崎県労働局など
関係機関との連携を一層強化することで、
荷主の違反原因行為の情報収集に努めてい
る。

今後は木材輸送の過積載撲滅に向けて、宮崎
県の木材担当部署も含めたGメン活動を実施
する予定。

運送事業者・荷主企業等への訪問、情報収集
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九州運輸局
ブロック別働きかけ・要請・勧告実施件数（令和７年１１月末時点）

働きかけ・要請・勧告
実施件数の違反原因行為内訳

47%

21%

16%

7%
5% 4%

長時間の荷待ち 契約にない附帯業務

運賃・料金の不当な据置き 無理な運送依頼

過積載運送の指示・容認 異常気象時の運送依頼

内訳荷主・元請数対応内容

荷主2・元請1・その他15勧告

荷主100・元請82・その他6195要請

荷主1,295・元請473
・その他642,194働きかけ

〈ブロック別実施状況〉

沖縄総合事務局

要請： 0
働きかけ：12

北海道運輸局

要請： 4
働きかけ：78

東北運輸局

要請： 5
働きかけ：54

関東運輸局

勧告： 3
要請： 94

働きかけ：768中部運輸局

要請： 19
働きかけ：296

近畿運輸局
勧告： 1
要請： 37

働きかけ：273

北陸信越運輸局

要請： 5
働きかけ：177

中国運輸局
勧告： 1
要請：12

働きかけ：166

四国運輸局
要請：11

働きかけ：95

九州運輸局

要請： 8
働きかけ：275

全
国

R7年12月
働きかけ15件実施
⇒275＋15＝290件

R7.12月末
合計他鹿児島県宮崎県大分県熊本県長崎県佐賀県福岡県

０００００００００勧告

８００００１０１６要請

２９０４３３８１１１２３２６３４１１４働きかけ

２９８４３３８１１１２３３６３５１２０合計 7



九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について

宮崎労働局 資料
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九州運輸局
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九州運輸局
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九州運輸局

11



九州運輸局
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九州運輸局
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九州運輸局
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九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について
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九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について
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九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について

17



九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について
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九州運輸局宮崎県地方協議会の取組について

（一社）宮崎県トラック協会 資料
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トラック協会の取組について

令和８年２月

第１７回 トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会
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○「改正物流法に関する説明会」の開催（支部）
→令和7年4月施行の新物効法、改正貨物自動車運送事業法の概要について、
県内2支部の会員事業者を対象に説明会を開催
日時：2025.6.25（県北支部）
場所：日向市中央公民館

対面方式にて開催
参加：県内会員事業所 34名
日時：2025.7.2（都城支部）
場所：都城貨物事業協同組合

対面方式にて開催
参加：県内会員事業所 33名
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○「改正物流法に関する説明会」の開催（本部）
→令和7年4月施行の新物効法、改正貨物自動車運送事業法の概要に
ついて、会員事業者を対象に説明会を開催（R7.4.18）
場所：宮崎県トラック協会 総合研修会館

リモート、対面方式にて開催
参加：県内会員事業所 87名

「改正物流法に関する説明会」の実施



○「物流の2024年問題」解決講演会

主催：（一社）宮崎県トラック協会
後援：宮崎県
場所：宮崎県トラック協会 総合研修会館
演題：荷主と運送業者がともに築く持続可能な物流
講師：首藤若菜（立教大学経済学部教授）
参加：運送事業者 53名 関係機関、団体28名

2024年問題対策セミナー

いわゆる「2024年問題」について、引き続きトラックドライバーの労働環境の改善を図り、
持続可能な物流体制を構築していくために、関係者が一堂に会し講演会を開催。
（R7.11.14）
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労働時間等説明会
○労働時間法制度説明会
→中央北・中央南支部（R7.12.9）

〃 （R7.12.15）

○労務管理・労働災害防止講習会
→県北支部（R7.11.26）

○トップクラス安全衛生セミナー
→都城支部（R7.2.19予定）

県北支部講習会

三部会（壮年部、青年部、女性部会）合同研修会の開催
○ 「自動点呼・ＩＴ点呼・遠隔点呼」に関する説明会を県ト協三部会合同で開催
運行管理者の労働時間改善を図り、より効率的な乗務員管理と安全体制の徹底を図る為、
現行の法制度の概要や実務運用上での
留意事項などについて、宮崎運輸支局より
講師を招聘し研修会を開催。(８月２９日)

場所：宮崎県トラック協会 総合研修会館
参加：30名

三部会合同研修会 宮崎運輸支局花田専門官



トラック・物流Gメンとの共同活動（Gメン調査員）
○物流GメンとGメン調査員との共同活動

「トラック・物流Gメン（九州運輸局・宮崎運輸支局）と、
県トラック協会が設けた「Gメン調査員」が連携し、
荷待ち、付帯業務、無理な運送依頼などの実態を聞き取り、
違反原因行為の防止を呼びかけた。（R7．８月）

「トラックＧメン集中監視月間」(10月～11月)に
荷主パトロール、ドライバーへの聞き取り」を実施し、
荷主への働きかけや、労働環境改善に向け活動を実施した。 休憩中のドライ

バーへの聞き取り

運送事業者への
聞き取り

運賃交渉＆人材確保セミナー
○ 新運賃交渉、人材確保セミナーの開催
外部講師を招聘し、トラック協会会員事業所に対し、トラック運送業界の課題である運賃交渉と
人材確保のポイントについてセミナーを開催（R7.10.24）

場所：宮崎県トラック協会 総合研修会館
講師：三井住友海上火災保険㈱

冨永剛生 氏
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○「物流の２０２４年問題に係る緊急対応ネットワーク会議」
会員事業者が2024年問題等への対応において抱える経営改善、運賃交渉、人材育成、
事業承継等の問題解決を図るため、県内の経営改善支援機関や民間の金融機関などの
協力・支援を受けて「物流の2024年問題に係る緊急対応ネットワーク会議」を開催（R7.7.8）

場所：宮崎県トラック協会
《構成機関》
・宮崎県事業継承・引き継ぎ支援センター ・宮崎県よろず支援拠点
・（一社）宮崎県中小企業診断士協会 ・㈱商工組合中央金庫宮崎支店
・G.S.ブレインズコンサルティング㈱

「物流の２０２４年問題に係る緊急対応ネットワーク会議」
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「標準的な運賃」に係る荷主への要請活動

○ 「標準的な運賃」に係る荷主への要請活動
→九州トラック協会で作成したトラック業界の現状や標準的な運賃の告示内容を網羅したパンフレット
（2025年度版）1,500部を作成し、会員事業所や荷主等へ配布し、適正運賃収受を推進した。
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